
南半球成層圏における極渦弱化イベントの統計的特徴とその熱帯循環との関係 
野口 峻佑 (九州大学 大学院理学研究院 / 海洋研究開発機構 環境変動予測研究センター) 

 

1. はじめに 
冬季に形成される成層圏周極渦が突発的に弱化・

崩壊するイベントである成層圏突然昇温 (SSW) は, 
中層・高層の大気大循環変動のみならず, 対流圏・地
表の気候状態にも影響を及ぼすため, 多方面からの
関心を集めている. 特に, 北半球においては, (中部成
層圏における東西風の逆転を伴う) 大規模 SSW は, 
3年に 2度ほどの頻度で発生しており (e.g., Charlton 
and Polvani 2007), 冬季の季節予報の成否に多大な影
響を与えることから, その生起にかかわる前駆挙動
や生起後の影響の詳細について活発な研究が行われ

ている.  
その一方で, 南半球においては, 海陸分布・地形条

件から惑星規模波の活動度が低いため, 成層圏周極
渦が乱されずに強い状態が持続しており, SSW は生
起しにくいことがよく知られている. 実際, 大規模 
SSW が生起したのは観測史上 2002 年のみである 
(e.g., Baldwin et al. 2003; See also J. Atmos. Sci. special 
issue, 2005). しかしながら, (中部成層圏における東西
風の逆転にまでは至らないが, 極域温度が急上昇し, 
南北温度勾配の逆転を伴う) 小規模 SSW は, 数年
に 1 度ほどの頻度で生起しており, その影響は必ず
しも小規模というわけではない. 実際, 2019 年に生
起した小規模 SSW は, 中部成層圏の昇温規模, オ
ゾンホール面積への影響, 成層圏へ上方伝播してき
た惑星規模波活動度の積算, その後の下方影響規模
等, 上記の 2002年を上回っていると言えるものであ
り, 多くの注目を集めた (e.g., Lim et al. 2021). なお, 
北半球 SSW についても, 大規模 SSW 自体への知
見の蓄積もあり, 必ずしも東西風の逆転に拘らない
定義を考えようとする潮流がある (e.g., Kim et al. 
2017; Birner and Albers 2017; Reichler and Jucker 2022).  
近年, Shen et al. (2022) は, 上記の 2019年事例を 1

つの契機として, 小規模 SSW の定義を改変して抽
出した, 南半球における極渦弱化 (WPV) イベント
と称する現象の合成解析を行い, その変動特性を示
した. 再解析データを用いたこの解析においては, 
WPV イベントは, 3 年に 1 度ほどの頻度で生じてお
り, また2000年以降増加傾向にあると示されている. 
なお, ここで用いられた WPV イベントの定義には, 
主に以下の 3つの条件が用いられる.  

(1) 10 hPa における温度勾配 (南緯 80-90 度と南
緯 60-70度の差) の逆転が 5日以上継続し, そ
の最大値が 1気候学的標準偏差範囲を超える.  

(2) 10 hPa における南極域温度 (南緯60-90度) の

気候学的平均値からの偏差が正である.  
(3) 成層圏最終昇温 (SFW) の生起日から 20 日以
上前である. 

他にも, イベント間には 60日のインターバルを設け
ており, また, SFW は Black and McDaniel (2007) の
定義 (南緯 60度における帯状平均東西風の 5日移動
平均値が 10 m s-1 を下回る日を SFW 生起日とする) 
を他の条件と同じ 10 hPa において改変適用してい
る. 上記を満たす, 温度勾配の逆転日が WPV の生
起日である.  
本研究では, この比較的簡単な定義により抽出さ

れる WPV イベントの統計的特徴を, 大標本を用い
て整理した. 特に, Shen et al. (2022) においては記述
のない, 熱帯循環との関係について, 更に調査した. 
まず, その発生の統計的傾向について確認し, 発生
頻度の年々変動を, 熱帯域の海面水温 (SST) 指標に
より説明できるかを, 相関解析によって確認した. 
ついで, WPV イベントの前駆現象について, 合成解
析により, 熱帯循環変動との繋がりを追跡した. さ
らに, WPV イベント後の対流圏への下方影響, 特に
熱帯対流活動への影響 (e.g., Eguchi and Kodera 2007, 
2010; Noguchi et al. 2020) の有無をみるために, 内部
変動成分に限定した合成解析を実施した.  
 
2. データ 
解析には, 地球温暖化対策に資するアンサンブル

気候予測データベース (database for Policy Decision 
making for Future climate change: d4PDF) の過去実験
データ (e.g., Mizuta et al. 2017) と気象庁 55年長期再
解析データ (JRA-55, Kobayashi et al. 2015) を用いた. 
d4PDF 過去実験は, 気象研究所大気大循環モデルに
よる各年100メンバーのアンサンブル積分を 海面水
温等を規定して行ったシミュレーションである. そ
の全期間, 1951 年から 2010 年までの 60 年分を解析
に用いるが, 南半球におけるオゾン変動の影響や 
JRA-55 が 1958 年以降しか存在しないことなどを考
慮し, 最近 30 年分 (1981 年から 2010 年) に重点を
置いた. すなわち, イベントの合成図解析にあたっ
ては, 最近 30年分にサンプルを限定した.  

WPV イベントの判定にあたっては, 条件 (1), (2) 
において気候値が要求されるが, d4PDF のモデルバ
イアスの影響考慮が必要となるため, いくつかの条
件で予備調査を行った. 調査の結果, 成層圏周極渦
が強いバイアスを持つ d4PDF では, d4PDF 自身の
気候値を用いてしまうと, 晩春の SFW 的な性質が
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強いイベントが多く抽出されてしまうことがわかっ

たため, d4PDF のイベント判定においても JRA-55 
気候値を採用することで, WPV イベントを厳選した. 
すなわち, 再解析で抽出されるものと同等基準での 
WPV イベントの記述に焦点を絞った. 気候値の期
間は, 上述の合成図の事情に合わせ, 最近 30 年とし
た. 
 
3. 結果 

 
3-1. 統計的傾向の確認 
まず, d4PDF における WPV イベント発生頻度の

解析結果を図 1 に示す. 発生個数は, 各年で 10-50% 
の間を変動しているが, 平均して 30% (個) ほどの 
WPV イベントが抽出された. 発生時期については, 
平均としては 10月上旬となるが, 8月下旬から 11月
上旬までの期間でばらつきがある.  
発生個数について, 近年増加しているという傾向
は見出せず, Kwon et al. (2020) や Shen et al. (2022) ら
の指摘する2000年以降の極渦弱化イベントの増加は, 
必然ではないと考えられる. 一方で, 平均生起日の
長期変化傾向については, 80 年代にかけて数日の遅
れが確認できるが, これはオゾンホールの影響とみ
られる. ただし, この影響は SFW 生起日について
みられるものと比べて小さい. このため, WPV に対
する大気組成変化の影響は顕著ではないと考えられ

るが, 以下では全期間および最近 30年との結果を併
記する.  

 

ついで, この WPV の発生個数と平均生起日の
年々変動について, 熱帯域の SST 指標による説明
が可能かを調査した. ここで, SST 指標としては, 代
表的な変動であるエルニーニョ現象, エルニーニョ
モドキ現象, インド洋ダイポールモード現象の指標
として, それぞれ NINO3, EMI, IODMI を用いた. 図
2 に各指標との相関関係を確認した結果を示す. 全
般的に, そこまで強い相関とは言い難いが, 強いて
挙げるならば, NINO3 との相関が, 発生個数と平均
日, 全期間と最近 30年のどちらでも, 0.3 以上と安定
してみられている. すなわち, ラニーニャ (/エルニ
ーニョ) 時に, WPV の発生個数が増え (/減り), 発生
時期も早まる (/遅れる) 関係があることがわかった. 
また, 全期間での相関は弱いが, 最近 30 年について
は, IODMI との相関が NINO3 と同程度に強まって
いる.  
この結果は, エルニーニョよりもエルニーニョモ

図 1. d4PDF における WPV 発生傾向の年々変動. 
(a) 発生頻度. 各年の発生個数 (もしくは %) を
印で示す. (b) 発生時期. 各年の WPV 生起日の
平均を印で示す. 合わせて, 各年において最も早
かった/遅かった生起日を点線で示す. 

図 2. d4PDF WPV 発生傾向 (左列: 発生頻度, 右
列: 発生時期) と熱帯 SST 指標との散布図. 上
段から順に, NINO3 (a, d), EMI (b, e), IODMI (c, f) 
との関係. 太 (細) 印で 1981-2010 (1951-1980) 年
の標本を示す. 合わせて, 相関係数 (太字で 1981-
2010年の最近 30年, 細字で 1951-2010年の 60年
についての計算結果) を各図の上に表記. 
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ドキの方が南極成層圏温度との相関が高いことを示

した Hurwitz et al. (2011) とは異なるものである. 一
方で, 共分散分析に基づき、ラニーニャもしくはエル
ニーニョモドキという 2 つのモードが南半球成層圏
での惑星規模波の増幅に寄与する (特に前者は頑健
である) ことを示した Lin et al. (2012) とは整合する. 
JRA-55 および d4PDF におけるエルニーニョ/ラニ
ーニャ時の基本場の季節進行を確認しても, d4PDF 
では今回の WPV 生起傾向と整合的な偏差が有意に
形成されているが, JRA-55 は有意な偏差を認められ
ない (略). サンプル数の不足が疑われる. 
ただし, 南半球高緯度の成層圏状態に対しては, 

SST 条件以外にも, 赤道域準二年周期振動 (QBO) 
の位相条件が大きな影響を及ぼすことには留意され

たい. d4PDF の計算に用いられた大気大循環モデル
の設定は  QBO を再現しないものであるため , 
d4PDF における成層圏赤道域では弱い東風状態が
持続しており, 現実とは乖離している. 上記の関係
は, あくまで QBO が弱い東風位相の条件に対して
成り立つものであると考えられる. なお, 実際に, 季
節予報データを用いた追加解析において, WPV イベ
ントの発生個数および平均生起日の年々変動が , 
QBO 指標により (ここでみたよりも高い相関係数
で) 説明できることが, 確かめられている (略). 
 
3-2. 生起過程と熱帯域からの影響 
発生の統計的傾向の確認結果より, ラニーニャ 

(および最近では負のインド洋ダイポールモード) に
相当する熱帯循環場の特徴が, WPV イベントの生起
に寄与していると考えられる. そこで, 生起前後の
循環偏差の合成図を作成し, WPV イベントの前駆現
象の特定を試みた. 図 3 に, WPV の生起日 (D0) の
およそ 2 週間前から 1 週間後における, 中部対流圏 
(500 hPa) 高度場の気候平均場からの偏差の経度緯
度断面を示す. 合わせて, 対流活動度の指標として, 
外向き長波放射量 (OLR) についても同様に気候平
均場からの偏差を示す.  
まず, 高度場偏差についてみると, 西半球側 (特

に太平洋南東部の南極大陸付近, ベリングスハウゼ
ン海) での高気圧偏差, 東半球側での低気圧偏差が, 
WPV イベント生起日において卓越しており (図 3f), 
その傾向はおよそ 1 週間前から発現していることが
わかる (図 3d). この偏差構造は, 波数 1 の惑星規模
波の増幅・上方伝播に繋がり, 成層圏周極渦を変位さ
せる. このようなアムンゼン海からベリングスハウ
ゼン海にかけての高気圧偏差の形成が, 波数 1 の惑
星規模波の増幅と強く結びつくことは, 気候場との
干渉との観点からも , よく知られており  (e.g., 
England et al. 2016), WPV イベントがほぼ極渦変位型

であることとも整合する. ただし, ここで捉えられ
ている特徴として, かなり東方 (ベリングスハウゼ
ン海側) に偏差が形成されている点は, 興味深い. 
これにより惑星規模波の位相構造がより高度ととも

に西傾したものとなり, 顕著な上方伝播が期待され
るが, そのピークとして WPV イベントが抽出され
ていると考えられる. 実際, 波活動度フラックスの
解析 (略) から, 波数 1成分の上方伝播が支配的であ
ることやその顕現期間等が一致することが確かめら

れており, 上記描像が裏付けられる. 
さらに, 上記のアムンゼン海からベリングスハウ

ゼン海での高気圧偏差の卓越前には, ニュージーラ
ンド上空に低気圧偏差が形成されており, 低緯度側
の波源からの波列構造形成をうかがうことができる 
(図 3c). 実際, その直前の OLR 偏差を確認すると, 
メラネシアから南東の領域に, 負偏差が伸びており, 
強い対流活動域が存在していることがわかる (図 3i, 
j). これは, 南太平洋収束帯 (SPCZ) に対応するが, 
対流活発域は, そこから南太平洋および南米へと, 
広がりながら伝播している (図 3k-m). この描像は, 
過去の 2002 年事例および 2019 年事例において, 
SPCZ を起源とした波束伝播を惑星規模波増幅の 1
つの要因として指摘した Nishii and Nakamura (2004) 
および Shen et al. (2020) のものと整合する. これら
の特徴より, ラニーニャや負のインド洋ダイポール
モードに伴う赤道西部太平洋域での SST 上昇およ
び対流活動活発化が, SPCZ 活発化を引き起こし, 低
緯度から中高緯度への波列形成が続いたと捉えると, 
WPV イベント発生頻度の年々変動の解析結果を解
することができる. ただし, その後も SPCZ 領域で
は対流活動が活発化しており (図 3n-p), 波列形成・
ベリングスハウゼン海での高気圧偏差形成に対して, 
どの程度の強さの結びつきを求められるかは定かで

はない. むしろ, OLR 偏差としては, WPV 発生の 1
週間前から直前にかけて, 日付変更線付近やオース
トラリア域において, 正偏差, すなわち, 対流活動の
抑制が現れていることが, 特筆すべきことかもしれ

ない. 熱帯域の SST 条件により形成された (外部
条件により常時形成されている) 場が, WPV イベン
ト (内部変動) の発現によって乱されている様をみ
ている, と考えられる.  
なお, WPV に伴う環状モード偏差の下方伝播およ

び地表での応答は (北半球の SSW 時にみられるも
のよりも) ゆっくりしており, イベント生起直後に
はまだ発現を確認できない (図 3g, h). ちなみに, 
Shen et al. (2022) における記述と同様, WPV の影響
は, 2 週間ほどの遅れをもって地表に達し, 負の南極
振動に相当する地表偏差パターンが 3 か月ほどの長
期間にわたって継続する様も確かめている (略). 
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3-3. 成層圏から熱帯対流圏への影響 

WPV イベントの生起に伴う成層圏子午面循環強

化によって引き起こされる上部対流圏・下部成層圏 
(UTLS) 領域での環境場変化により, 熱帯域におい
ても対流圏への下方影響が期待できる. これまでに, 
顕著な南極 SSW に伴う影響過程の存在が, 条件を
整えた数値実験により証明されてきた (e.g., Noguchi 
et al. 2020) が, 南半球における比較的小規模なイベ

ントにおいても, そのような影響過程がみられるの
かは定かではない. WPV に伴う影響評価が望まれる. 
しかし, このようなイベントの合成解析においては, 
イベント生起に好都合な外部条件によって引き起こ

される偏差が各所で現れてしまうため, 純粋にイベ

ントに伴って引き起こされる変動に焦点を定めるこ

とが, 通常は困難である. その一方で, d4PDF は, 各
年にほぼ同様の SST 条件での 100 メンバーのアン
サンブルを有するデータであるため, 各年のアンサ

図 3. WPV 生起前後の対流圏偏差の水平分布. 500 hPa 高度場 (左列) および OLR (右列) について, 
気候値からの偏差を合成. 左に表記した WPV 生起日 (D0) からの相対日を中心とした 3日平均場を
示す. 統計的に有意 (Student の t 検定により 95% 以上) と判定された領域をハッチ掛けして示す. 
 

117

Composite of Z Anomaly◎ 500hPa 

D-15 

D-12 

D-9 

D-6 

D-3 

DO 

D+3 

D+6 

-＿
＿ 

）

ノ

、ノ

一
[
 

―

―

一

陸
』

⑯゚
戸

。0

。CdL

。⑥
t

。CQ
に

。
①
。
0

2

0

S

6

0

8

0

2

0

S

6

0

8

0

2

0

S

6

0

8

0

2

0

S

6

0

8

0

2

0

S

6

0

8

0

2

0

S

6

0

8

0

2

0

3

6

0

8

0

2

0

S

6

0

8

0

 

[翌
p]
a
p
n
m
V
J
 

[llap] 
a
p
n
m
V
J
 

[llap] 
a
p
n
m
V
J
 

[llap] 
a
p
n
m
V
J
 

[llap] 
a
p
n
m
V
J
 

[llap] 
a
p
n
m
V
J
 

[llap] 
a
p
n
m
V
J
 

[llap] 
a
p
n
m
V
J
 

a) 

Composite of OLR Anomaly 

60 

60 

60 

60 

60 

120 

120 

120 

120 

120 

120 

180 

180 

180 

2≪ 

2●0 

2●0 

240 

函

300 

300 

函

函

3-00 函

2●0 300 380 

380 

翌
~ (i) 

筐尻百・ら--::.;-1
0 60 120 180 240 300 360 

亨、~さミり［

｀亨を艮1
て

(l） 

lーご噂入が1
百

(m) 

心竺全0 60 120 180 

心芸全吟
i ：竺翌ゞ~-勺
iー：：三！］； 

2,0 300 360 

60 120 180 2●0 

Longitude [ deg] 
3-00 

ー

6
1
0
"
8
0壁

m
a
s

I
m
s
m
醤
a
o
1
6
1
0
6
-

：―――――

函



ンブル平均からの偏差に着目すれば, SST 以外の要
因現象に起因する変動を記述することができる. そ
こで, WPV について, そのような偏差の合成を行っ
た結果を, 図 4に示す. 上から順に, 熱帯域における
温度, 上部対流圏における残差鉛直流, 対流活動度 
(OLR) の偏差を表す.  
まず , 温度偏差の時間高度断面に着目すると , 

WPV を引き起こした波強制によって子午面循環が

加速することで, 赤道域の上昇流強化に伴う低温偏
差が現れていることがわかる. 偏差のピークは, 中
部成層圏では WPV 生起日から 5-10 日後であるが, 
低温化傾向は生起日の 30日前から現れている. WPV 
はあくまで温度勾配の逆転に基づき判定される現象

であるが, 上部成層圏からの循環駆動はそのかなり
前から開始していることがわかる. 低温偏差はその
後, 下部成層圏で持続し, 3 か月もの長期間, 有意な
領域が存在している. しかも, WPV 生起日から 15日
後には, 対流圏・地表にまで有意な偏差が侵入してい

る様子も見て取れる. ちなみに, 偏差については, (対
流圏部分は様子が異なってしまうが) 成層圏部分は, 
内部変動に起因する偏差でも, 通常の気候値から偏

差でも, 値はほぼ変わらないことを確認している.  
上述の低温化に伴い, UTLS 領域の成層安定度が
低下するが, これにより熱帯域の既存対流システム

の活動はより強くなる (すなわち, この時期, 北半
球側に上昇流域, 南半球側に下降流域が存在するハ
ドレー循環は加速される) ことが期待される. 実際, 
鉛直流および OLR の偏差の時間緯度断面に着目す

ると, 熱帯域北半球側での対流活動 (に伴う上昇流) 
強化, 熱帯域南半球側での対流活動抑制を, 有意な
ものとして確認することができる. そのピークは, 
WPV 生起日のおよそ 1週間前であるが, これは上述
の通り, 循環駆動は WPV 生起日の前から始まって

おり, また必ずしも熱帯側の変化を規定するのに適
しているわけではない中高緯度側の南北温度勾配指

標で定義された生起日を基準にした合成図であるた

め, 仕方のない側面があるものと考えている. 興味
深いのは, わずかな下部成層圏温度偏差にもかかわ
らず, 対流活動の強化/抑制が, WPV 生起日の後 2か
月以上継続してみられることである. 季節予報にお
ける予測可能性の源としての期待を抱かせる特徴で

ある.  
しかしながら, ここでみた内部変動に伴う偏差の

値は, それほど大きくないことには注意しておく必
要がある. これには, 南半球における WPV という
現象自体が, 明瞭なタイミングをもって起こるとい

うわけではなく, 影響発現のタイミングをしっかり
と揃えた合成を作成しにくいため, 合成図にみられ
る偏差はぼやけた印象になるから, という側面もあ

る. しかし, それを差し引いても, 外部強制 (すなわ
ち, WPV 発生に好都合な SST 状態) に伴う偏差の
方が大きいことは認めねばならない. 図 5 に示した, 
WPV に伴う OLR 偏差 (内部変動に伴う偏差およ
び気候偏差からの偏差) の水平分布図を比較すれば
わかる通り, 外部強制の影響も含めると, フィリピ

ン海・海洋大陸からメラネシアへ伸びる対流活動活

発化および中部太平洋での対流活動抑制が, 強く現
れることになる (図 5b). それに対し, 純粋に WPV 
に伴い発現するのは, 日本の南海上・西部太平洋から
カリブ海にかけての比較的弱い偏差である (図 5a).  

図 4. WPV に伴う熱帯循環変動. 内部変動に起
因する偏差の合成図 (WPV イベント毎に生起

年のアンサンブル平均からの偏差を計算して合

成). (a) 熱帯域 (南緯 20 度から北緯 20 度まで) 
で領域平均した温度偏差の時間-高度断面. (b) 
200 hPa における残差鉛直流および (b) 帯状平
均 OLR の偏差の時間-緯度断面. 統計的に有意 
(Student の t 検定により 95% 以上) と判定さ
れた領域をハッチ掛けして示す. (b) と (c) に
ついては, 平滑化 (10日移動平均) 処理済み. 
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ただし, この内部変動に伴う偏差により, 変動の
大部分を説明できる地域があることも事実ではある. 
内部変動に伴う影響は, 日本の南海上からオースト
ラリアの位置する経度帯で大きく, オーストラリア
南域の対流活動抑制などは, WPV の影響として説明
できると考えている. 先に 3-2 でみた WPV 生起日
付近での対流活動の抑制は, 成層圏を介した過程に

よる干渉とみても良いのかもしれない. 
 
4. まとめ 
本研究では, 南半球成層圏における極渦弱化イベ
ントの統計的特徴を, 大規模アンサンブルデータの
解析により確認した. その発生頻度に顕著な長期変
化傾向は認められないことから, 近年の再解析デー
タの解析に基づく研究の結果には, 必然性がない可
能性がある. また, 発生傾向の年々変動と熱帯域の
海面水温指標との相関解析より, ラニーニャ時に極
渦弱化イベントが頻発・早期化する傾向があること

を見出した.  
さらに, 抽出した極渦弱化イベントの合成解析に
より, その前駆挙動や, 対流圏 (特に熱帯対流活動) 
への影響の有無を確認した. 前駆挙動としては, 西
部太平洋域における活発な対流活動がおよそ 2 週間
前にみられ, これを波源とする波束伝播によりベリ
ングスハウゼン海において高気圧偏差がおよそ 1 週
間前から形成され, 東西波数 1の惑星規模波が増幅・
上方伝播するという描像を示した. これは, 上述し
たラニーニャ時におけるイベント数増加傾向と整合

する. 対流圏への影響については, 内部変動に伴う
偏差の合成図を作成することで, 極渦弱化イベント
の純粋な影響の描画を試みた. 結果, イベント生起
に伴う成層圏子午面循環の強化により, 熱帯下部成
層圏での低温化が起こるが, これが対流圏のハドレ

ー循環の強化 (すなわち, 熱帯域の北/南部での対流
活動の強化/抑制) を有意に引き起こす様を描くこと

ができた. この熱帯対流活動への影響は 2 か月ほど
継続することから, この過程は季節予報における予
測可能性の源となる可能性がある. ただし, 前提と

なる外部条件による影響を差し引いたうえでの, 評
価を行うべきである.  
南半球における成層圏周極渦変動をどう定義し, 

捉えるかは, 北半球における成層圏突然昇温をどう
定義するか以上に, 様々な問題をはらんでいる. 顕
著な大気組成変化が現れている領域ゆえに, 均質と
扱える期間が限定され, 標本数が不足する. しかし, 
モデルバイアスの大きな領域であるために, 気候シ
ミュレーション結果を用いた統計解析は, 現実から
の乖離の問題に遭遇しやすい. また, 北半球と比べ
て緩慢な時間発展の特徴は, イベント定義を難しく
する. 今回採用した極渦弱化イベントの定義は, 簡
便ではあるが, 洗練の余地が多くあると考えざるを

えない. これまでの, ほぼ同一の現象である南半球
における成層圏対流圏結合イベント (e.g., Thompson 
et al. 2005; Lim et al. 2018) や最終昇温を対象とした
統計解析研究の進展を踏まえ, より適切な現象捕捉

方法の提案・統合を進めることが望まれる. 
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